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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　凍結検出対象となる液体を収容する液槽と、当該液槽内に配置されて、前記液体を冷却
する冷却部と、前記液槽に収容された前記液体を攪拌するための攪拌部とを備えた液体冷
却装置に適用される凍結検出装置であって、
　前記冷却部から所定の距離に配置される温度検知部と、
　前記温度検知部からの出力に基づいて、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結
しているか否かを判別する判別部と
を備え、
　前記判別部は、前記温度検知部に当たる前記液体の温度差により前記温度検知部からの
出力が変動しているか否かに基づいて、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結し
ているか否かを判別する
ことを特徴とする凍結検出装置。
【請求項２】
　前記判別部は、前記温度検知部からの出力が変動している場合は、前記温度検知部の周
辺において前記液体が凍結していないと判断し、前記温度検知部からの出力が変動してい
ない場合は、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結していると判断する
ことを特徴とする請求項１に記載の凍結検出装置。
【請求項３】
　前記判別部は、前記温度検知部によって検知された温度が変動しているか否かに基づい
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て、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結しているか否かを判別する
ことを特徴とする請求項１又は２に記載の凍結検出装置。
【請求項４】
　前記温度検知部は、サーミスタによって構成されている
ことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の凍結検出装置。
【請求項５】
　凍結検出対象となる液体を収容する液槽と、
　前記液槽内に配置されて、前記液体を冷却する冷却部と、
　請求項１～４のいずれか一項に記載の凍結検出装置と
を備えたことを特徴とする液体冷却装置。
【請求項６】
　前記液槽に収容された前記液体を攪拌するための攪拌部
を更に備えたことを特徴とする請求項５に記載の液体冷却装置。
【請求項７】
　前記冷却部は、圧縮式冷凍機の蒸発器によって構成されている
ことを特徴とする請求項５又は６に記載の液体冷却装置。
【請求項８】
　前記判別部によって、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結していないと判断
された場合は、前記圧縮式冷凍機を動作させ、前記温度検知部の周辺において前記液体が
凍結していると判断された場合は、前記圧縮式冷凍機を停止させる
ことを特徴する請求項７に記載の液体冷却装置。
【請求項９】
　前記液体は、不凍液である
ことを特徴とする請求項５～８のいずれか一項に記載の液体冷却装置。
【請求項１０】
　請求項５～９のいずれか一項に記載の液体冷却装置と、
　冷却対象となる飲料を流すための飲料路を形成する飲料路形成部と
を備えた飲料冷却装置であって、
　前記飲料路形成部は、前記液槽内に配置されている
ことを特徴とする飲料冷却装置。
【請求項１１】
　前記凍結検出装置は、前記冷却部の周囲に所望の量の氷が形成されているか否かを判別
する
ことを特徴とする請求項１０に記載の飲料冷却装置。
【請求項１２】
　前記温度検知部は、前記所望の量に対応する位置に配置されている
ことを特徴とする請求項１１に記載の飲料冷却装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、飲料（例えば、ビール）を冷却する飲料冷却装置等に適用される凍結検出装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、飲食店等において、ビールサーバーを用いて、ビールをジョッキやグラスに注い
で客に提供する場合、ビールの冷却には、氷蓄熱式の冷却装置が一般に利用されている。
氷蓄熱式の冷却装置は、例えば、冷却装置内に設けられた水槽内に収容された水（飲料冷
却液）を、水槽内に配置した圧縮式冷凍機の蒸発器で冷却して、蒸発器の周囲に氷を形成
させることで蓄熱を行うと共に、当該水槽内に、ビールを通過させる配管を設けておいて
、当該配管内を、ビール樽から導かれるビールを通過させることで、ビールを飲み頃の温
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度（例えば、５℃程度）まで冷却している。氷による蓄熱を利用することにより、圧縮式
冷凍機の小容量化を図りつつ、必要な飲料冷却能力を確保することが可能となる。
【０００３】
　このような氷蓄熱式の冷却装置においては、蒸発器の周囲に形成される氷の量が所定の
量になるように制御するため、蒸発器の周囲に形成された氷の量が所定の量に達したこと
を検出するための凍結検出装置を備えている。従来の凍結検出装置では、所望の氷量に対
応する位置に一対の電極を設けておいて、水のときと氷になったときとの導電率の差によ
って、電極部分の周辺が凍結しているか否かを判別することで、所望の量の氷が形成され
たか否かを判別していた。
【０００４】
　しかしながら、このような従来の凍結検出装置では、時間の経過と共に、水槽内の水の
水質が変化して、水槽内の水に含まれる電解質の量が減ってしまった場合、水槽内の水自
体の導電率が低くなったことに起因して、所望の量の氷が形成されていないにもかかわら
ず、所望の量の氷が形成されたと誤った判断をしてしまうことがあった。
【０００５】
　また、飲料の種類によっては、従来の氷蓄熱式の冷却装置で冷却可能な温度より低い温
度（例えば、－２℃程度）が飲み頃のものも存在する。このような飲料を飲み頃の温度ま
で冷却する装置としては、飲料冷却液として、水の代わりに、水より低い温度で凍結する
不凍液を利用して、当該不凍液を圧縮式冷凍機で冷却することで、従来の氷蓄熱式の冷却
装置より低い温度までの飲料の冷却を実現するものが知られている。
【０００６】
　このように不凍液を飲料冷却液として使用した場合は、通常、不凍液の導電率は水と比
較して高いため、凍結した状態においても高い導電率を示すこととなり、導電率の違いに
よって、凍っているか否かを判別することは困難であった。
【０００７】
　なお、特開２０１１－７３７７５号公報には、水槽の蒸発管の近傍に配置され、蒸発管
の周りに所定の厚さの氷が形成されているか否かを水の電気抵抗（導電率）の変化で検知
する氷着センサを備えたビールサーバ、及び、蒸発管の周りに所定の厚さの氷が形成され
ているか否かを、冷却水と氷との温度差を利用して検知する氷着検出用温度センサを備え
たビールサーバが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１１－７３７７５号公報（段落００４７～００４８、図２、段落
００８０、図１２）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、凍結検出対象となる液体の導電率にかかわらず、凍結検出対象となる
液体が凍結しているか否かを判別可能な凍結検出装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る凍結検出装置は、凍結検出対象となる液体を収容する液槽と、当該液槽内
に配置されて、前記液体を冷却する冷却部とを備えた液体冷却装置に適用される凍結検出
装置であって、前記冷却部から所定の距離に配置される温度検知部と、前記温度検知部か
らの出力に基づいて、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結しているか否かを判
別する判別部とを備え、前記判別部は、前記温度検知部からの出力が変動しているか否か
に基づいて、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結しているか否かを判別するこ
とを特徴とする。
【００１１】
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　この場合において、前記判別部は、前記温度検知部からの出力が変動している場合は、
前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結していないと判断し、前記温度検知部から
の出力が変動していない場合は、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結している
と判断するようにしてもよい。また、前記判別部は、前記温度検知部によって検知された
温度が変動しているか否かに基づいて、前記温度検知部の周辺において前記液体が凍結し
ているか否かを判別するようにしてもよい。
【００１２】
　また、以上の場合において、前記温度検知部は、サーミスタ（例えば、ＮＴＣサーミス
タ）によって構成するようにしてもよい。
【００１３】
　本発明に係る液体冷却装置は、凍結検出対象となる液体を収容する液槽と、当該液槽内
に配置されて、前記液体を冷却する冷却部と、上記凍結検出装置とを備えたことを特徴と
する。
【００１４】
　この場合において、前記液槽に収容された前記液体を攪拌するための攪拌部を更に備え
ようにしてもよい。また、前記冷却部は、圧縮式冷凍機の蒸発器によって構成されている
ようにしてもよい。更にこの場合、前記判別部によって、前記温度検知部の周辺において
前記液体が凍結していないと判断された場合は、前記圧縮式冷凍機を動作させ、前記温度
検知部の周辺において前記液体が凍結していると判断された場合は、前記圧縮式冷凍機を
停止させるようにしてもよい。
【００１５】
　また、前記液体は、例えば、水であってもよいし、不凍液であってもよい。
【００１６】
　本発明に係る飲料冷却装置は、上記液体冷却装置と、冷却対象となる飲料を流すための
飲料路を形成する飲料路形成部とを備えた飲料冷却装置であって、前記飲料路形成部は、
前記液槽内に配置されていることを特徴とする。
【００１７】
　この場合において、前記凍結検出装置は、前記冷却部の周囲に所望の量の氷が形成され
ているか否かを判別するようにしてもよい。更にこの場合、前記温度検知部は、前記所望
の量に対応する位置に配置されているようにしてもよい。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、凍結検出対象となる液体の導電率にかかわらず、凍結検出対象となる
液体が凍結しているか否かを判別することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明による凍結検出装置が適用されたビール冷却装置の構成を説明するための
図である。
【図２】製氷パイプ１２０の周囲に氷が形成された状態を示す図である。
【図３】温度検知部１５０によって検知される温度の時間変化の様子を示す図である。
【図４】本発明による凍結検出装置を実現するための温度検知回路の構成例を示す図であ
る。
【図５】温度データ格納領域の構成を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しつつ詳細に説明する。以下では、飲
料としてのビールの冷却を行う飲料冷却装置（以下、ビール冷却装置という）に本発明を
適用した場合について説明する。本ビール冷却装置は、外部から供給されるビールを冷却
するために利用される。より具体的には、本ビール冷却装置は、外部（例えば、ビール樽
）から供給される所定の温度（例えば、２５℃）のビールを、所定の飲み頃の温度（例え
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ば、５℃程度）にまで冷却して外部（例えば、注出コック）に供給するものである。
【００２１】
　図１は、本発明による凍結検出装置が適用されたビール冷却装置の構成を説明するため
の図である。
【００２２】
　同図に示すように、本発明による凍結検出装置が適用されたビール冷却装置１００は、
液槽１１０と、製氷パイプ１２０と、飲料冷却パイプ１３０と、冷却液攪拌部１４０と、
温度検知部１５０と、制御部１６０とを備える。
【００２３】
　液槽１１０は、冷却対象飲料となるビールを冷却するための冷却液（本実施形態では、
水）１１１を収容するための容器である。本実施形態においては、冷却液１１１が、本発
明による凍結検出装置の凍結検出対象となる。
【００２４】
　製氷パイプ１２０は、液槽１１０内に配置されて、液槽１１０に収容された冷却液１１
１を冷却するもの（冷却部）であって、パイプをコイル（螺旋）状に形成したような形状
を有し、パイプの内部を冷媒（例えば、フロン）が通過するものである。なお、図１等に
おいては、簡単のため、製氷パイプ１２０の断面のみを示している。製氷パイプ１２０は
、圧縮式冷凍機における蒸発器を構成するものであり、圧縮機１０１、凝縮器１０２等と
接続されて、冷凍サイクルを構成する。圧縮機１０１の動作によって製氷パイプ１２０の
一方の端部（本実施形態では、上方に配置された端部１２１）を介して、製氷パイプ１２
０内に導入された冷媒は、製氷パイプ１２０内を通過する際に製氷パイプ１２０内で蒸発
し、当該蒸発に伴う吸熱作用によって、液槽１１０内の冷却液１１１が冷却されることと
なる。そして、そのまま圧縮機１０１の動作を継続させると、製氷パイプ１２０の周囲の
冷却液が凍結し、製氷パイプ１２０の周囲に氷（冷却液が凍結して固体状態になったもの
）が形成されることになる。なお、製氷パイプ１２０の他方の端部（本実施形態では、下
方に配置された端部１２２）を介して排出された冷媒は、圧縮機１０１に戻される。
【００２５】
　飲料冷却パイプ１３０は、液槽１１０内に配置されて、液槽１１０内に飲料（本実施形
態ではビール）を流すための飲料路を形成するものであって（飲料路形成部）、飲料冷却
パイプ１３０が液槽１１０に収容された冷却液１１１によって冷却されることによって、
外部から飲料冷却パイプ１３０が形成する飲料路に供給されるビールが冷却されることに
なる。飲料冷却パイプ１３０は、パイプをコイル（螺旋）状に形成したような形状を有し
、パイプの内部をビールが通過する。なお、図１等では、簡単のため、製氷パイプ１２０
同様、断面のみを示している。本実施形態においては、飲料冷却パイプ１３０は、製氷パ
イプ１２０より小径のコイルをなすように形成されており、製氷パイプ１２０がなすコイ
ルの内側に配置される。外部（例えば、ビール樽）から、飲料冷却パイプ１３０の一方の
端部（本実施形態では、下方に配置された端部１３１）を介して、飲料冷却パイプ１３０
内に導入されたビールは、飲料冷却パイプ１３０内を通過する間に、液槽１１０内の冷却
液１１１によって、所定の温度（例えば、５℃）にまで冷却されて、他方の端部（本実施
形態においては、上方に配置された端部１３２）を介して外部（例えば、注出コック）に
導出される。
【００２６】
　冷却液攪拌部１４０は、冷却液１１１が均一に冷却されるよう、液槽１１０に収容され
た冷却液１１１を攪拌するもの（攪拌部）であって、攪拌フィン１４１と、攪拌モータ１
４２とによって構成されている。攪拌フィン１４１は、液槽１１０内に配置されて、液槽
１１０に収容された冷却液１１１を攪拌するものである。攪拌モータ１４２は、攪拌フィ
ン１４１と接続されて、攪拌フィン１４１を駆動して、回転させるものである。本実施形
態においては、攪拌フィン１４１は飲料冷却パイプ１３０がなす円筒の内側に配置されて
おり、攪拌フィン１４１が回転すると、飲料冷却パイプ１３０がなす円筒内において、下
向きの冷却液の流れが生じる。下向きの冷却液の流れは、液槽１１０の底面にぶつかると
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、今度は、外側に向かうようになり、更に、液槽１１０の内周面にぶつかると、今度は、
上方に向かうようになる。すなわち、攪拌フィン１４１が回転すると、飲料冷却パイプ１
３０がなす円筒の内側において、下方に向かい、飲料冷却パイプ１３０がなす円筒の外側
において、上方に向かう冷却液の流れが生じることとなる。このような冷却液の流れを形
成することによって、液槽１１０内における冷却液１１１の温度の均一化が促進されるこ
とになる。
【００２７】
　温度検知部１５０は、制御部１６０と共に、本発明による凍結検出装置を構成するもの
であって、製氷パイプ１２０の近傍に配置される。温度検知部１５０は、検知部１５１と
、取付部１５２とを備える。検知部１５１は、その先端部分（温度検知部分）が、製氷パ
イプ１２０の近傍に配置され、先端部分周辺の温度を検知するものである。本実施形態に
おいては、検知部１５１は、筒状のステンレス製ケースの内部（先端部分）に、サーミス
タ（本実施形態においては、ＮＴＣサーミスタ）を配置したものである。取付部１５２は
、検知部１５１の先端部分が所定の位置に配置されるように、検知部１５１を固定するた
めのものである。温度検知部１５０は、検知部１５１の先端部分が、所望の氷の量に対応
する位置に配置されるように、液槽１１０に取り付けられる。
【００２８】
　制御部１６０は、ビール冷却装置１００の動作の制御を行うものであり、本実施形態に
おいては、その機能は、基本的に、マイクロプロセッサによって実現される。また、前述
したように、制御部１６０は、温度検知部１５０と共に、本発明による凍結検出装置を構
成する。すなわち、制御部１６０は、温度検知部１５０からの出力に基づいて、温度検知
部１５０の周辺において凍結検出対象となる液体（本実施形態においては、冷却液１１１
）が凍結しているか否かを判別する判別部を構成する。
【００２９】
　図２は、製氷パイプ１２０の周囲に氷が形成された状態を示す図である。同図は、所望
の量の氷が形成された状態を示す図である。
【００３０】
　同図に示すように、製氷パイプ１２０の周囲に所望の量の氷１２３が形成された状態に
おいては、温度検知部１５０の先端部分（ＮＴＣサーミスタが配置された部分）の周辺に
も氷が形成されて、温度検知部１５０の先端部分が氷１２３中に埋没したような状態にな
る。すなわち、温度検知部１５０は、製氷パイプ１２０の周囲に所望の量の氷１２３が形
成された時点で、その先端部分（温度検知部分）が氷１２３中に埋没するような位置に配
置されることになる。
【００３１】
　次に、以上のような構成を有するビール冷却装置１００の動作について説明する。
【００３２】
　ビール冷却装置１００の電源が投入されると、制御部１６０は圧縮機１０１の動作を開
始させる。圧縮機１０１が動作を開始すると、凝縮器１０２及び膨脹弁（不図示）を介し
て、製氷パイプ１２０内に導入された冷媒が蒸発することによって、液槽１１０に収容さ
れた冷却液１１１が冷却される。そして、そのまま、圧縮機１０１の運転を継続し、液槽
１１０に収容された冷却液１１１を冷却し続けると、やがて、製氷パイプ１２０の周囲に
、氷が形成され始める。そして、更に、そのまま、圧縮機１０１の運転を継続し、液槽１
１０に収容された冷却液１１１を冷却し続けると、製氷パイプ１２０の周囲に形成される
氷が成長していき、やがて、温度検知部１５０の先端部分にまで達し、図２に示すように
、温度検知部１５０の先端部分が氷１２３の中に埋没するようなる。
【００３３】
　温度検知部１５０と共に凍結検出装置を構成する制御部１６０は、例えば、冷却液１１
１の温度が所定の温度（例えば、凍結温度）まで低下したことを適宜検出すると、温度検
知部１５０からの出力信号に基づいて、温度検知部１５０の先端部分が氷の中に埋没した
か否かの監視を開始する。そして、温度検知部１５０の先端部分が氷の中に埋没したこと
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、すなわち、予め決められた量の氷が形成されたことを検出すると、圧縮機１０１の動作
を停止させる。そして、今度は、温度検知部１５０からの出力信号に基づいて、製氷パイ
プ１２０の周囲に形成された氷が溶けて、温度検知部１５０の先端部分が氷の中から露出
したか否かを、適宜監視する。そして、温度検知部１５０の先端部分が氷の中から露出し
たこと、すなわち、製氷パイプ１２０の周囲に形成されている氷の量が、予め決められた
量未満になっていることを検出すると、再度、圧縮機１０１の動作を開始させる。このよ
うにして、制御部１６０は、製氷パイプ１２０の周囲に予め決められた量の氷が形成され
た後は、当該氷の量が維持されるように、圧縮機１０１のオン・オフ制御を行う。
【００３４】
　製氷パイプ１２０の周囲に予め決められた量の氷１２３が形成された状態において、飲
料冷却パイプ１３０の一方の端部１３１を介して、飲料冷却パイプ１３０内にビールが導
入されると、当該ビールは、飲料冷却パイプ１３０内を通過している間に、液槽１１０内
の冷却液１１１によって、所望の温度（例えば、５℃）にまで冷却されて、飲料冷却パイ
プ１３０の他方の端部１３２から出てくることになる。
【００３５】
　次に、本発明による凍結検出装置の動作について説明する。
【００３６】
　図３は、温度検知部１５０によって検知される温度の時間変化の様子を示す図である。
同図において、横軸は時間（ｔ）を示し、縦軸は温度（Ｔ）を示す。同図（ａ）は、製氷
パイプ１２０の周囲に氷が形成されてはいるが、温度検知部１５０の先端部分の周辺にま
では達してない時の様子を示し、同図（ｂ）は、図２に示すように、製氷パイプ１２０の
周囲に形成された氷が成長して、温度検知部１５０の先端部分の周辺にまで達した時の様
子を示している。
【００３７】
　製氷パイプ１２０の周囲に形成された氷が、温度検知部１５０の先端部分の周囲にまで
は達していない時は、温度検知部１５０の先端部分（ＮＴＣサーミスタが配置された部分
）は、冷却液１１１にされられていることになる。前述したように、液槽１１０内の冷却
液１１１は、冷却液攪拌部１４０によって攪拌されているので、液槽１１０内においては
、冷却液１１１の流れが生じている。すなわち、温度検知部１５０の先端部分には、冷却
液１１１の流れが常時当たっていることになる。一方、液槽１１０内の冷却液１１１は、
製氷パイプ１２０の周辺から順次冷却されていくことから、液槽１１０内の位置によって
ある程度の温度差が生じることになる。そのため、冷却液攪拌部１４０による攪拌によっ
て、温度検知部１５０の先端部分に当たる冷却液にもある程度の温度差が生じることにな
り、その結果、温度検知部１５０が検知する温度も、図３（ａ）に示すように、時間の経
過と共にある程度の幅で変動することになる。
【００３８】
　一方、製氷パイプ１２０による冷却液１１１の冷却が進み、製氷パイプ１２０の表面に
形成された氷が成長していき、温度検知部１５０の先端部分の周辺に達して、温度検知部
１５０の先端部分が氷内に埋没するようになると、冷却液の流れは、温度検知部１５０の
先端部分に当たらなくなる。そうすると、温度検知部１５０が検知する温度は、同図（ｂ
）に示すように、時間変化しないようになる。
【００３９】
　本発明による凍結検出装置は、このような温度検知部１５０によって検知される温度の
時間変化の違いを判別して、温度検知部１５０の先端部分が氷内に埋没しているか否か、
すなわち、温度検知部１５０の先端部分の周辺において、冷却液が凍結しているか否かを
判別する。つまり、温度検知部１５０によって検知される温度が変動している場合は、温
度検知部１５０の先端部分が氷内に埋没していない、すなわち、温度検知部１５０の先端
部分の周辺に氷が形成されていないと判断し、温度検知部１５０によって検知される温度
が変動していない場合は、温度検知部１５０の先端部分が氷内に埋没している、すなわち
、温度検知部１５０の先端部分の周辺に氷が形成されていると判断する。
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【００４０】
　図４は、本発明による凍結検出装置を実現するための温度検知回路の構成例を示す図で
ある。
【００４１】
　同図に示すように、温度検知回路２００は、温度検知部１５０を構成するＮＴＣサーミ
スタ２１０と、抵抗２２０と、制御部１６０を構成するマイクロプロセッサ２３０とを備
える。そして、ＮＴＣサーミスタ２１０の一方の端子は接地され、他方の端子は、抵抗２
２０の一方の端子及びマイクロプロセッサ２３０のアナログ入力端子に接続される。また
、抵抗２２０の他方の端子は、電源電圧Ｖ＋に接続される。
【００４２】
　同図に示したような温度検知回路２００においては、周辺の温度の変化に応じて、ＮＴ
Ｃサーミスタ２１０の抵抗値が変化すると、マイクロプロセッサ２３０に入力される信号
の電圧値が変化することになる。
【００４３】
　マイクロプロセッサ２３０は、内部にＡ／Ｄ変換器２３１を備えており、アナログ入力
端子を介して入力された信号の電圧値（アナログデータ）は、Ａ／Ｄ変換器２３１によっ
て適宜デジタルデータに変換される。マイクロプロセッサ２３０は、定期的（例えば、０
．１秒ごと）に、Ａ／Ｄ変換器２３１を動作させて、アナログ入力端子を介して入力され
る信号の電圧値をデジタルデータに変換し、更に、デジタルデータに変換された電圧値を
、予め用意された変換表に従って、温度（温度データ）に変換する（サンプリング）。こ
のようにして得られた温度データは、マイクロプロセッサ２３０によって、マイクロプロ
セッサ２３０の内蔵メモリ２３２（あるいは不図示の外部メモリ）に確保された温度デー
タ格納領域に順次格納される。温度データ格納領域は、予め決められた期間（例えば、１
０秒間）にわたる予め決められた量（例えば、１００個分）の温度データを格納できるよ
うなサイズが確保されている。また、温度データ格納領域は、リングバッファをなすよう
に管理されており、温度データ格納領域には、予め決められた期間（例えば、１０秒間）
が経過した後は、常時、予め決められた期間（例えば、１０秒間）にわたる予め決められ
た量（例えば、１００個分）の最新の温度データが格納されているようになる。
【００４４】
　図５は、温度データ格納領域の構成を説明するための図である。
【００４５】
　同図に示すように、温度データ格納領域５００は、予め決められた量（同図に示した例
ではＮ個）の温度データＴ1～ＴNを格納できるサイズを有するデータ格納領域である。
【００４６】
　例えば、マイクロプロセッサ２３０は、まず、サンプリング開始時刻である時刻ｔ1に
おけるサンプリングにより、時刻ｔ1における温度データＴ1を得ると、当該温度データＴ

1を、温度データ格納領域５００の先頭に位置する領域５０１に格納する。そして、時刻
ｔ1の次のサンプリング時刻である時刻ｔ2におけるサンプリングにより、時刻ｔ2におけ
る温度データＴ2を得ると、当該温度データＴ2を、領域５０１に続く領域５０２に格納す
る。更に、時刻ｔ2の次のサンプリング時刻である時刻ｔ3におけるサンプリングにより、
時刻ｔ3における温度データＴ3を得ると、当該温度データＴ3を、領域５０２に続く領域
５０３に格納する。マイクロプロセッサ２３０は、このような処理を各サンプリング時刻
において繰り返す。そして、サンプリング開始時刻から予め決められた期間が経過した時
刻ｔNにおけるサンプリングにより、Ｎ個目の温度データＴNを得ると、当該温度データＴ

Nを、温度データ格納領域５００の最後尾に位置する領域５１１に格納する。その結果、
温度データ格納領域５００には、同図に示すように、予め決められた期間、すなわち、時
刻ｔ1～時刻ｔNにわたるＮ個の温度データＴ1～ＴNが格納されることになる。
【００４７】
　同図に示した状態から、更に、時刻ｔNの次のサンプリング時刻である時刻ｔN+1におけ
るサンプリングにより、時刻ｔN+1における温度データＴN+1を得ると、マイクロプロセッ
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サ２３０は、再度、先頭に位置する領域５０１に戻って、当該温度データＴN+1を、領域
５０１に格納する。そうすると、温度データ格納領域５００には、時刻ｔ2～時刻ｔN+1に
わたる最新のＮ個の温度データＴ2～ＴN+1が格納されることになる。なお、この場合、論
理的（時系列的）には、領域５０２が先頭の領域となり、領域５０３，５１１等を介して
、領域５０１が最後尾の領域となる。更に、時刻ｔN+1の次のサンプリング時刻である時
刻ｔN+2におけるサンプリングにより、時刻ｔN+2における温度データＴN+2を得ると、当
該温度データＴN+2を、領域５０１に続く領域５０２に格納する。そうすると、温度デー
タ格納領域５００には、時刻ｔ3～時刻ｔN+2にわたる最新のＮ個の温度データＴ3～ＴN+2

が格納されることになる。なお、この場合、論理的（時系列的）には、領域５０３が先頭
の領域となり、領域５１１，５０１等を介して、領域５０２が最後尾の領域となる。この
ような処理を各サンプリング時刻において繰り返すことにより、温度データ格納領域５０
０には、常時、予め決められた期間にわたる最新のＮ個の温度データが格納されているよ
うになる。なお、論理的（時系列的）に先頭や最後尾となる領域のアドレスは、適宜マイ
クロプロセッサ２３０によって管理される。
【００４８】
　予め決められた期間（例えば、１０秒間）にわたる予め決められた量（例えば、１００
個分）の温度データの収集が完了すると、マイクロプロセッサ２３０は、温度データ格納
領域５００に格納されている温度データに対して、適宜フィルタ処理を行って、ノイズを
除去した後に、温度データ格納領域５００に格納されている温度データが時間経過と共に
変動しているか否かを判別する。例えば、時間的に隣接する温度データの差の絶対値を順
次加算していき、その総和を算出する。すなわち、次の式１で示される総和Ｓを算出する
。
【００４９】
【数１】

【００５０】
　ここで、Ｔi（i=1～N）は、温度データ格納領域５００に格納されている各温度データ
であって、ここでは、Ｔ1が温度データ格納領域５００に格納されている最も古い温度デ
ータになり、ＴNが温度データ格納領域５００に格納されている最も新しい温度データに
なる。
【００５１】
　そして、以上のようにして算出された総和Ｓが所定の閾値以上になっているか否かを判
別して、総和Ｓが所定の閾値以上になっていれば、温度は時間と共に変動している（すな
わち、ＮＴＣサーミスタ２１０は、氷に埋没していない）と判断し、総和Ｓが所定の閾値
未満であれば、（予め決められた期間内において）温度は変動していない（すなわち、Ｎ
ＴＣサーミスタ２１０は、氷に埋没している）と判断する。なお、温度データ格納領域５
００に格納されている温度データが時間経過と共に変動しているか否かの判別は、温度の
変動周期、サンプリング周期、マイクロプロセッサ２３０の処理速度等の実装条件に応じ
て適当なタイミングで行われる。本実施形態においては、各サンプリング時刻が到来し、
温度データ格納領域５００に新たな温度データを格納する度、すなわち、温度データ格納
領域５００に格納されている予め決められた期間（例えば、１０秒間）にわたる予め決め
られた量（例えば、１００個分）の温度データのうちの一つが更新される毎に行う。
【００５２】
　以上のようにして、温度検知部１５０の先端部分（ＮＴＣサーミスタ２１０）が氷に埋
没しているか否か、すなわち、所望の量の氷が形成されているか否かが判別されることと
なる。
【００５３】
　以上説明したように、上述した凍結検出装置においては、温度検知部１５０が検知する
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温度が（予め決められた期間内において）変動しているか否かによって、温度検知部１５
０の先端部分が氷に埋没しているか否か、すなわち、所望の量の氷が形成されているか否
かを判別しているので、冷却液１１１の導電率にかかわらず、所望の量の氷が形成された
ことを検出することが可能となる。従って、例えば、時間の経過と共に、液槽内の冷却液
の導電率が変化したとしても、所望の量の氷が形成されたか否かを誤りなく判別すること
ができる。また、凍結した状態においても高い導電率を示す不凍液を冷却液として使用し
た場合であっても、所望の量の氷が形成されたか否かを判別することができるようになる
。
【００５４】
　以上、本発明の実施形態について説明してきたが、当然のことながら、本発明の実施形
態は上記のものに限られない。例えば、上述した実施形態においては、温度検知部をＮＴ
Ｃサーミスタで構成するようにしていたが、温度検知部を他の温度検知手段（例えば、白
金測温抵抗体や熱電対）で構成するようにしてもよい。
【００５５】
　また、上述した実施形態においては、デジタルデータに変換された電圧値を更に温度デ
ータに変換するようにしていたが、デジタルデータに変換された電圧値をそのまま使用し
て、当該電圧値が変動しているか否かによって、温度検知部１５０の先端部分が氷内に埋
没しているか否かを判別するようしてもよい。
【００５６】
　また、上述した実施形態においては、温度検知部１５０の先端部分（温度検知部分）を
、製氷パイプ１２０の上方に配置された端部１２１の近傍に配置するようにしていたが、
所望の氷の量に対応する位置であれば他の位置、例えば、製氷パイプ１２０の下方に配置
された端部１２２の近傍に配置するようにしてもよい。
【００５７】
　また、上述した実施形態においては、液槽１１０内に収容する冷却液として、水を使用
していたが、他の液体（例えば、不凍液）を使用するようしてもよい。
【符号の説明】
【００５８】
  １００　　ビール冷却装置
  １０１　　圧縮機
  １０２　　凝縮器
  １１０　　液槽
  １１１　　冷却液
  １２０　　製氷パイプ
  １２１，１２２　　端部
  １２３　　氷
  １３０　　飲料冷却パイプ
  １３１，１３２　　端部
  １４０　　冷却液攪拌部
  １４１　　攪拌フィン
  １４２　　攪拌モータ
  １５０　　温度検知部
  １５１　　検知部
  １５２　　取付部
  １６０　　制御部
  ２００　　温度検知回路
  ２１０　　ＮＴＣサーミスタ
  ２２０　　抵抗
  ２３０　　マイクロプロセッサ
  ２３１　　Ａ／Ｄ変換器
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  ２３２　　内蔵メモリ
  ５００　　温度データ格納領域
  ５０１，５０２，５０３，５１１　　領域

【図１】 【図２】
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【図５】
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